
令和５年度

茨城県の原子力安全行政



本県には、研究用原子炉施設を始め、原子力発電所、使用済燃料再処理施設、核燃料加

工施設など多種多様な原子力施設が数多く立地しており、わが国の原子力開発の一大拠点

となっております。

昭和 32 年、東海村においてわが国初となる原子の火が灯されて以来、本県は、原子力

発祥の地としてわが国における原子力平和利用の進展に大きな役割を果たしてまいりまし

た。

しかしながら、平成 9 年の旧動燃アスファルト固化処理施設火災爆発事故、平成 11 年

のＪＣＯ臨界事故などにより、県民の原子力に対する信頼が著しく損なわれ、平成 23 年

の福島第一原子力発電所事故は、本県にも多大な影響を及ぼしました。

県では、福島第一原子力発電所の事故後、大気中の放射線量率や水道水、農産物、土壌

などの放射能濃度の測定の強化、放射線測定局の増設、原子力・放射線に係る理解を深め

ていただくための広報活動などに努めているところです。

さらに、茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）の改定や原子力災害に備えた茨

城県広域避難計画の策定を行うとともに、防災資機材の拡充などにより、防災体制の一層

の強化にも努めています。

　本書は、こうした県の原子力安全行政に関する取組や関連施策などをとりまとめたもの

であり、県民の皆様の原子力及び放射線に対する理解の一助となれば幸いです。

　令和６年３月

茨城県知事　　大井川　　和彦　　

は　　じ　　め　　に
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【参考】文中、原子力事業所等について、以下の略称で記載しています。
機構 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

機構原科研 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

機構サイクル研 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

機構大洗 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
大洗研究所

量研機構那珂 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構
核融合エネルギー研究開発部門那珂研究所

原電 日本原子力発電株式会社
原燃工 原子燃料工業株式会社東海事業所
三菱原燃 三菱原子燃料株式会社
東京大学 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻
ＮＤＣ ＭＨＩ原子力研究開発株式会社
核管センター 公益財団法人核物質管理センター東海保障措置センター
日本核燃 日本核燃料開発株式会社
ＪＣＯ 株式会社ジェー・シー・オー東海事業所

住友金属鉱山 住友金属鉱山株式会社経営企画部グループ事業管理室
技術センター

積水メディカル 積水メディカル株式会社創薬支援センター

福島第一原子力発電所 東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所

日本照射 日本照射サービス株式会社
東海センター

三菱マテリアル 三菱マテリアル株式会社
エネルギー事業センター那珂エネルギー開発研究所

東北大学 東北大学金属材料研究所附属
量子エネルギー材料科学国際研究センター

日揮ＨＤ 日揮ホールディングス株式会社技術研究所
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